
2013.03.23 在宅医療連携拠点事業Cosmic Link 

 

在宅医療連携拠点事業Cosmic Linkは、 

『医療』と『介護』の連携強化を目指す 



在宅医療連携拠点事業Cosmic Linkの基盤 

真誠会モデル チームしんせい 

包括ケアチームカンファレンス 

真誠会 

包括ケアチーム 

３拠点 
２４時間定期巡回 

随時対応型 

訪問介護看護 

NPO法人 

がいなネット 

グループ、 

他の関係機関 

行政 

地域包括ケアチームでの活動、施設からの地域展開、定期巡
回随時対応型訪問介護看護事業の展開、訪問介護と訪問看護
とのコラボレーションなどの活動を行うことで、地域包括ケアシ
ステムの真誠会モデルを構築している。 



在宅医療連携拠点事業 活動計画 
項目 事業内容 課題 目的

・症例検討会の開催 ・地域における課題を検討する場が少ない

・介護保険新規事業を展開していくと地域のかかりつけ医
や専門職の負担が軽減されるのではないか。

・介護保険新規事業5事業所の連携をはかることで、かかり
つけ医や専門職の負担軽減をはかることができる。

・外来看護師等のｽｷﾙｱｯﾌﾟをはかるとかかりつけ医や連
携する専門職の負担軽減がはかれるのではないか。

・外来看護師等のｽｷﾙｱｯﾌﾟをはかることで、かかりつけ医
や連携する専門職の負担軽減をはかることができる。

・各機関に情報はあるが、活用されていないものもある。 ・情報共有の一元化をはかることで、専門職の負担軽減を
はかることができる。

・地域資源の情報共有、効率的な活用の
仕組みづくり

・関係者の情報共有のためのツールが必要である。
・各機関に情報があるが、せっかくの情報が活用されてい
ないものもある。

・情報共有のための在宅医療連携ガイドの作成することが
できる。

・各機関に情報はあるが、活用されていないものもある。

・平成23年10月より使用している掲示板も10ヶ月経過した
ため、見直しを行う必要がある。

・在宅医療の啓発のための講演会、勉強
会の開催

・中海ﾃﾚﾋﾞ在宅医療についての啓発番組
の作成

・災害に関する勉強会の開催
・災害時の対応についての勉強会の開催

・災害時の医療への不安 ・地域住民へ災害時の対応について関心を持ってもらい、
理解を深める

・都道府県リーダーとしての役割認識

・地域リーダーの育成

・医薬品供給 ・災害時の医薬品供給に関わる事項が明確になっていな
い

災害時の医薬品供給に関わる事項に関するマニュアルを
作成する

・備品、備蓄整備 ・備品、備蓄の整備 ・災害時の在宅医療に必要な備品整備を行う。

・災害時の協力体制・対応検討、マニュア
ル整備

・災害時の連携対応の検討が必要
・非難経路の整備
・指揮ルートの整備と訓練

・地域での多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医
療の提供体制を構築をはかる。
・連絡系統、対応のあり方について検討を行うことができ
る。

②在宅医
療従事者
の負担軽
減の支援

・地域の在宅医療をより効率的に提供す
るための方策を実施

③効率的
な医療提
供のため
の多職種
連携

⑥災害発
生時に備
えた対応
策の検討

④在宅医
療に関す
る地域住
民への普
及啓発

⑤在宅医
療に従事
する人材
育成

・情報共有ツールの作成

・多職種が専門知識を生かし、積極的な
意見交換や情報共有を通じて、チーム医
療として患者・家族の生活を支える

・情報共有の推進をはかることができる。

・包括的、継続的な支援提供のための関係機関への働き
かけを行うことができる。

・それぞれの職域や専門性で連携をはかるため、連携に
ｽﾞﾚが生じたり、不足することがある。

・地域住民の在宅医療に関する理解が不足している。 ・在宅療養について、また支援機関、機器による治療への
理解を深める

①多職種
連携の課
題に対す
る解決策
の抽出

・在宅医療福祉関係者における合同会議
・地域における連携を可能とするための
顔の見える関係づくり

・関係機関の連携不足
・地域における課題が見えてこない

・職種、機関を超えた情報共有を行うことができる。
・関係機関によるｼｽﾃﾑ作りを行うための協議をすることが
できる。
・地域の医療福祉関係者から課題を抽出してもらうことがで
きる。
・課題から解決策を抽出することができる。

具体内容

・年4回の関係機関による推進会議の開催。
・推進会議ﾒﾝﾊﾞｰより課題抽出をしてもらい。今年度検討課題
の優先順位をつけて解決策の検討を行う。

・西部在宅ｹｱ研究会世話人会、例会への参加

・西部医師会　在宅医療推進委員会への参

・連携上の課題集出、解決策の検討

多職種合同会議の開催

・連絡会を開催する。
・現状や連携方法などを検討する。

・ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修を立案し開催する。

・ホームページを立ち上げる。

・医療、介護の関係機関による在宅医療連携ガイドを作成す
る。
・ホームページにて一元的に情報提供を行う。

・おしどりネット加入

・平成23年度ﾁｰﾑもりおか実践の「ゆい」ｼｽﾃﾑの導入を検討
する。

・アウトリーチ（訪問支援）
①地域包括支援センターに対して、医療的な助言や支援を行
う。
②地域包括支援センターと連携して居宅介護支援事業所等
に医療的な助言や支援を行う。
・広報活動を中心に支援ができる体制

・各機関へ事業内容説明

・勉強会、研修会、症例検討会を行う。

・在宅医療やそれに従事する職種の機能や役割の地域住民
への紹介
・地域に浸透させるためのフォーラムや講演会等の開催やパ
ンフレットの発行を行う。

がいなネット　中海TVにて啓発番組作成、放送

・防災に関する勉強会の開催
・災害時の対応についての勉強会の開催
・チラシ等作成

・10/13,14都道府県リーダー研修参加

・地域リーダー研修の開催

①災害時の医薬品の供給ルートの確保
②医薬品集積所から医療救護所等への配送方法　などを明
確にし、マニュアル化する

薬剤のほかに、ストーマ製品、栄養剤、衛生材料

・地域の実状に応じた災害発生時に備えた対策を検討
・災害時に利用可能な緊急連絡網
・災害時の動きについて行政、各機関のマニュアル確認、連
携について確認



米子医療センター 

在宅医療連携拠点 

行政 

真誠会 

在宅医療連携拠点（復興枠） 

西部医師会 
鳥取県西部地区 

医療連携協議会 

 

 

タスク１ 多職種連携の課題に対する解決策の抽出 

在宅医療連携拠点事業推進会議の成り立ち 

 

西部医師会 

在宅医療推進委員会 



○在宅医療連携拠点事業推進会議の開催 
 第１回 平成２４年 ６月２８日 ２８名参加 

 第２回 平成２４年 ７月１８日 ３１名参加 

 第３回 平成２４年 ９月 ４日 ３４名参加 

 第４回 平成２４年１２月１７日 ３３名参加 

 第５回 平成２５年 ３月１９日 ３０名参加 

○課題抽出から解決策 

《参加団体・職種》 

 行政（県、市）、医師会 

 薬剤師会、歯科医師会 

 病院地域連携室 

 訪問看護ステーション連絡協議会 

 ケアマネジャー連絡協議会 

 地域包括支援センター  等 

タスク１ 多職種連携の課題に対する解決策の抽出 

在宅医療連携拠点事業推進会議の開催と課題抽出から解決策へ 

西部医師会 ①サポート医体制の構築 

②在宅医療のスキルアップ 

③住民啓発 

訪問看護ステーション ①小規模ステーションの24時間対応負担感の軽減 

②医療機器管理・看護の習得 

③医師、訪問看護ステーションの麻薬管理 

④在宅困難時の入院体制 

薬剤師会 ケアマネジャーや訪問看護師との連携不足 

西部歯科医師会 訪問歯科診療数を増やす 



タスク３ 多職種連携の課題に対する解決策 

多 職 種 連 携 研 修 会 

「これからの在宅医療推進のための連携のあり方を考える」 

 

 
研修日 平成24年12月11日 

参加者 行政5名 医師2名 看護師10名 薬剤師3名 MSW8名介護支援専
門員8名 社会福祉士3名  

介護福祉士12名 管理栄養士2名  

地域包括支援センター2名          

内容 KJ法を使用したグループワーク 

課題 ①地域での人材育成、地域での仕組み 

 作り、地域への拡がり 

②ITを活用した情報共有 

③地域かかりつけ医への医師会の支援 

④行政の方向性の示唆 

⑤認知症かかりつけ医、サポーター医の育成           など 



タスク２ 在宅医療従事者の負担軽減の支援 

〇有床診療所（在宅療養支援診療所）におけ 

 る地域からの急患の受入やターミナルケア 

 患者の受入を真誠会セントラルクリニックが 

 担うことによって他の開業医の負担軽減を 

 はかることができている。 

 

○定期巡回随時対応型訪問介護 

 看護事業所が連携をはかるため、説明会や 

 訪問看護師とのコラボレーションを行った。 

  

○大学病院と在宅訪問看護師との交流研修を 

 行った。 



医療連携ガイドへのアクセス件数 

タスク３ 効率的な医療提供のための多職種連携 

○情報共有の推進をはかる 

  ⇒在宅医療連携拠点事業Cosmic Link 連携ガイドの活用 

（件） 

連携ガイドの充実 
・適宜のガイドの修正、追加 

・1年に1度の更新  

・ダウンロード版にて印刷 
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タスク４  在宅医療に関する地域住民への普及啓発 

〇地域住民の理解をはかる啓発活動 

開催日、テーマ 及び 参加人数 

7月28日 地域介護教室 （150名） 

 「目指せ１００歳」 「元気な百歳」 

9月16日 市民フォーラム 第３回認知症サミット鳥取 （350名） 

 「認知症とともに地域（まち）で暮らすために」 

10月21日 地域公開講座 （80名） 

 「終わりよければすべてよし ～最期は自宅で～」 

11月3日～4日 鳥取大学保健学部錦祭 パネル展示 

11月11日 介護の日 パネル展示 

11月18日 第８回弓浜助け合いネットワークの会 （300名） 

 「こどもから大人まで みんなで見守る認知症」 

弓浜助け合いネットワークの会 

鳥取大学保健学部 錦祭 



9月5日  介護支援専門員と薬剤師の連携 22名 

10月3日  24時間の生活を支える専門職のアセスメント 25名 

10月15日  認知症ケアの実際と今後の展望 139名 

11月7日  地域包括ケアシステムの構築を目指して 30名 

11月29日  被災者支援活動の経験と気づきから学ぶ 97名 

12月11日  多職種連携の拡大について考える 55名 

1月18日  「普通に食べる」それが一番難しい栄養ケアのあり方 27名 

2月19日  災害時のケアマネジメントの視点を考える 23名 

3月6日  人と人をつなぐ ヒューマンリレーションシップ 33名 

○『医療』と『介護』の連携強化のための研修会 
 ・米子市、鳥取県西部を対象とした地域リーダー育成 

 

 

 

 ・チームしんせいにおける研修会 

タスク５  在宅医療に従事する人材育成 

11月27日  2市８町村の行政担当者への伝達講習  13名 

12月17日  専門職（行政、医師、歯科医、薬剤師等） 33名 

行政担当への 

伝達講習 



○自施設での避難訓練シュミレーション実施（平成24年10月17日） 

   訓練参加者 46名 

    真誠会職員（看護師5、介護職12、その他15名） 32名 

    拠点事業メンバー（看護師3、医師1、その他10名） 14名 

 

 

○津波避難訓練から得た福祉施設の可能性の検討 

  １．災害ボランティアの派遣  

     ・法人全体で施設から25名は可能 

  ２．避難場所へ専門の多職種の派遣 

     ・法人全体で専門職を10名程度避難所へ派遣可能 

  ３．老人保健施設としての災害時受け入れ 

     ・要援護者を中心として150名受け入れ可能  

タスク６  災害時に備えた対応策の検討  

被災者対応 



タスク６  災害時に備えた対応策の検討  

○地域の実情に応じた災害発生時に備えた対策をはかる 

 ⇒避難訓練シミュレーション実施 

   訓練後の災害対応に関する課題抽出 

○災害時の在宅医療に必要な備品の整備 

○災害支援に関するマニュアルの作成 

老健施設の 

災害支援マニュアル
の整備 

関係機関 
との連携 

専門職の 

災害派遣の検討 

災害時の 

役割分担の明確化 

要援護者の 

避難方法 

《避難訓練シミュレーション 課題》 



平成24年度在宅医療連携拠点事業活動アンケート報告（１） 
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【目的】地域での在宅医療推進のための1年間の活動をまとめ、今後の在宅医療    
推進についてのあり方の資料とする。 

【対象者】平成24年度在宅医療推進会議委員25名 

【方法】アンケートの調査票を郵送にて配布・回収   回収数16 回収率64％ 

【調査内容】１）在宅医療連携拠点事業の活動に参加して感じたこと 

        ２）今後の在宅医療を展開するための意見    （KJ法で意見抽出） 

【所属】 【職種】 



平成24年度在宅医療連携拠点事業活動アンケート報告（２） 

アンケート結果をＫＪ法により分析 

 １）在宅医療連携拠点事業に参加して感じたこと 

   ①在宅医療連携拠点事業推進会議の効果 

   ②ＩＴを活用した医療連携ガイドの効果 

   ③在宅医療における薬剤師役割の効果 

   ④地域包括ケアシステムの理解と多職種連携の重要性 
 

 ２）今後の在宅医療を展開するための意見 

   ①連携の強化 

   ②在宅医療の充実 

   ③多職種連携の研修会の開催 

   ④専門職の質の向上に向けた取り組み 

   ⑤在宅医療についての住民啓発 

   ⑥地域、行政、福祉施設を巻き込んだ防災対策 



ま と め （１） 

大きな成果として、 
 

 〇多職種の専門職リーダーでの組織の編成ができた 
 

 〇多層のメーリングリストの作成ができた 

  ⇒行政、医師会、医療・福祉・保健の関係機関との随時の 

    情報共有・情報交換が可能となった 

 

 ○インターネットを活用した連携ガイドを作成 

  ⇒社会資源の有効活用、情報の共有が可能となっただけで 

    なく、インターネット版と印刷版の両方を可能にしたモデル  

    的な情報共有のあり方を示すことができた 



 在宅医療連携拠点事業において、「チームしんせい」で 

  実践してきた真誠会モデルが厚生労働省のモデル事業の 

  基礎となることで、活動展開が比較的容易であった。 
 

 在宅医療連携拠点事業にて、連携強化の必要性と認識が 

  地域へと拡がりをみせている。 

鳥取県モデル 
県西部モデル 

米子市モデル 

真誠会モデル 

ま と め （２） 


